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Ⅱ．重点事項

●近畿圏における基幹的広域防災拠点の整備
東南海・南海地震やその前後で発生する可能性が指摘されている近畿圏の内陸直下型地震等の大規模地
震に対応するため、首都圏における川崎港東扇島地区での整備に引き続き、堺泉北港堺2区において基幹
的広域防災拠点の整備に着手する。

3 安全・安心の確保『安全』
① 大規模災害への対応力強化

イ）震災時における緊急物資の広域輸送への対応
●首都圏における基幹的広域防災拠点の運用体制の強化
切迫性が指摘されている首都直下型地震に対応するため、平成19年度中に整備が完了する川崎港東扇

島地区基幹的広域防災拠点について、有明の丘地区の基幹的広域防災拠点と連携するとともに、災害発生

後は、国が主導で緊急物資の輸送活動の支援や応急復旧活動が円滑に実施できるよう、東扇島基幹的広域

防災拠点業務継続計画（仮称）に基づく訓練を実施

する等、運用体制の強化を図る。

・災害発生時の運用体制強化等にむけた制度整備

・港湾広域防災拠点支援施設の維持管理費及び災

害発生時に備えた訓練費の確保〔行政経費〕

緊急物資の 
搬入・搬出支援 

首都高速湾岸線 

緊急物資の搬入 水上輸送 

内閣府物流 
コントロール 
センター 

至 

横
浜 

至 

東
京 

湾内への緊急物資の搬出 

湾外からの緊急物資の受入 

港湾広域防災拠点支援施設 

耐震強化岸壁（－12m） 

耐震強化岸壁（－7.5m） 

N

【東扇島地区基幹的広域防災拠点の運用イメージ】【有明の丘地区と東扇島地区の機能】

基幹的広域防災拠点 
（防災拠点緑地） 

耐震強化岸壁 

臨港道路 

緊急物資輸送イメージ（直下型地震の場合） 
堺泉北港堺2区 

堺2区 
基幹的広域 
防災拠点 

関西国際空港 

【堺泉北港堺2区基幹的広域防災拠点のイメージ】

東京港 

千葉港 

川崎港 

横浜港 

【有明の丘地区（約13.2ha）】 
首都圏の広域防災のヘッドクォー 
ターとして機能 

【東扇島地区（約15.8ha）】 
被災時における物流コントロールを行 
うとともに、海上輸送、河川輸送、陸 
上輸送等への中継基地としての機能 
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●耐震岸壁緊急整備プログラムの着実な推進
全国各地で大規模地震の発生が切迫するなか、平成18年3月に「耐震強化岸壁緊急整備プログラム」
を策定。①耐震強化岸壁が整備されていない県、②耐震強化岸壁が未整備である港湾での整備などに優先
順位を与えつつ速やかな耐震強化岸壁の整備を実施する。

ロ）被災時の広域的な社会経済活動への影響の極小化
人口や産業が集中する臨海部において、大規模地震発生時における避難者や緊急物資等の輸送を確保す
るため、耐震強化岸壁を整備するとともに、緊急輸送ルートに接続する臨港道路の耐震補強、オープンス
ペースの確保等、臨海部防災拠点機能を強化する。

指標：港湾による緊急物資供給可能人口【約1,900万人（H14）→約2,050万人（H18）→約2,600万人（H19）】

『耐震強化岸壁緊急整備プログラム』のポイント
◆平成18年度から22年度の5年間で耐震強化岸壁の整備率を概ね70％へ向上（現況6割程度）
◆臨海都道府県の全てで耐震強化岸壁を整備
◆耐震強化岸壁を性能から2種類（特定、標準）に区分するとともに、既存岸壁の改良を組み合わせ、従来型の新規整備に比べ、3割程度残事業費を削減

○事業費291億円（対前年度比1.15）、国費184億円（対前年度比1.19）

ハ）沖合波浪観測体制の強化
港湾整備に必要な沖合の波浪を精度良く観測するGPS波浪計の整備を推進し、沖合波浪観測体制の強
化を図る。なお、地震発生時には気象庁等関係機関と連携することにより、港湾を含む沿岸域での迅速な
津波災害対策にも活用する。

デ ー タ分 析 

リアル タ イ ム で 
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陸上局 
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補正
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約20km約20km
GPS波 浪計 

GPS波浪計システムの概要 

観測局 

GPS衛星を用いて 
ブイ（GPS波浪計）の 
上下変動を計測 

気象庁等 
他機関へ 
情報提供 

沖合波浪観測システム 

観測センター 

ネットワーク 

リアルタイムで 
データ収集 

データ分析 

GPS波浪計 

応急復旧により利用可能 
な程度まで変位を許容 

30m

　400gal程度以上（概ね震度6強～7相当）
の想定最大地震※時でも被災直後から使用
可能。 

20m

通常岸壁 

25m

耐震強化岸壁（標準） 
　200～400gal程度（概ね震度6弱～6強相
当）の地震※時では被災直後から利用可能。 

　200gal程度（概ね震度5強相当）までの
地震では利用可能。 

　400gal程度以上（概ね震度6強～7相当）の
想定最大地震※に対しては被災より約1週間
後からの緊急物資の輸送を担う。 

応急復旧 

20m

400gal程度以上（概ね震度6強～7相当） 
の想定最大地震※では利用できない。 

耐震強化岸壁（特定） 

 

※首都圏の事例　注）gal（ガル）とは、加速度の単位（1gal=1cm/sec2）で、地震動による振動の激しさを表わすもの。ちなみに重力加速度は約980galである。 

【耐震強化岸壁の区分イメージ】
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② 港湾における保安・安全対策の推進

イ）船舶の安全航行の確保（開発保全航路の指定範囲の拡大）
船舶の安全かつ効率的な航行を確保する上で、一体的に保全することが必要な海域を開発保全航路とし

て指定するとともに、航行の障害となる沈船等の障害物の除去制度の拡充を図る。

◇保全を行う航路についても、開発保全航路と
して指定範囲を拡大
◇必要に応じて速やかに沈船等の障害物を除去
する制度の拡充
◇開発保全航路の開発・保全・管理の根拠とな
る開発保全航路計画を国土交通大臣が策定

【東京湾における指定のイメージ】

神奈川県 

千葉県 

一般海域 

中ノ瀬航路 

浦賀水道航路 

開発保全航路 

開発保全航路の拡大区域 

海上交通安全法上の航路（参考） 

ロ）コンテナターミナルの出入管理システムの構築（再掲）（16頁参照）
『出入管理システム』の構築により、各ターミナルにおいて共通カードによる出入管理を実施し、コン
テナターミナルの効率性・利便性・保安性の向上を図る。

ハ）国内旅客船・フェリーターミナルにおける保安対策の強化
人命に直接多大な影響を及ぼすおそれがある国内旅客船及びフェリーターミナルにおける保安対策を強
化するため、監視カメラを用いた保安対策の実施を支援する。〔その他施設費〕

【保安施設（監視室等）のイメージ】

監視カメラ 

監視室（モニター、記録装置等） 

照明 

両津港 
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ニ）メガポート・イニシアティブのパイロットプロジェクトの実施
米国からのメガポート・イニシアティブ（MI）※に対応したパイロットプロジェクト実施の要請を踏ま

え、コンテナゲートに放射性物質検知装置を設置し、輸出入コンテナ100％放射性物質検知のための検

知方法、運用体制の検討等を行う。

・放射性物質検知装置（γ線検知装置、中性子線検知装置）の設置

・管理棟にアラーム表示装置を設置し、これと放射性物質検知装置を接続

・検査方法、運用体制の検討
※メガポート・イニシアティブ（MI）：世界の主要港に放射性物質検知装置を設置することにより、港における積荷の検査

能力を強化し、もって核物質その他の放射性物質の拡散を防止することを目的とする、米国政府が推進する取り組み。

放射性物質検知装置（蘭・ロッテルダム港の例） 
 

③ 港湾施設の戦略的維持管理の推進

イ）既存施設の計画的かつ適切な維持管理の推進
港湾施設については、高度経済成長時代に集中投資した施設の老朽化が進行することから、必要な機能

を維持しつつ、将来の改良・更新コストの抑制を図るため、長寿命化等に資する計画の策定を推進し、事

後的な維持管理から予防保全的な維持管理への転換を促進する。

【ライフサイクルマネジメントの概念図】

供用期間 

効
用
・
性
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維持工事 維持工事 

改良工事 

当初のライフサイクル 

CiCi
Ci Ci Ci

CjCj

Ci

①港湾施設の長寿命化等に資する計画の策定 

②同計画に基づく適切な維持管理の実施 

①改良・更新費の抑制 

②港湾施設としての必要な機能の確保 

計画的に改良・維持 
工事を行う場合の 
ライフサイクルコスト 

ΣＣi ΣＣj

改良・維持工事を 
怠った場合の 

ライフサイクルコスト 


